
介護保険課関係   



ユ⊥上介護給付適正化プログラム」について  

正化とは  

O「介護給付の適正化」とは、①介護サービスを必要とする者（受給者）を適切に認  
定した上で、②受給者が真に必要とするサービスを、③事業者がルールに従って適  
正に提供するよう促すことである。   

○ こうした介護給付の適正化の結果、利用者の自立支援に必要なサービスが的確   

に給付される一方で、不適切なサービス給付が削減されることとなり、制度に対する  
信頼感を高めるとともに、給付費や介護保険料の増大を抑制することで、持続可能  
な介護保険制度の構築に資する ものである。  

（2）介護給付適正化の“3つの要（かなめド  

① 要介護認定の適正化  

②ケアマネジメント等の適正化  

③ 介護サービス事業者に対する制度内容の周知・助言及び指導・監査等の適切   

な実施   

（3）「介護給付適正化プログラム」のねらし†  

「介護給付適正化プログラム」とは、介護保険制度の保険者（市町村）が取り組んで  
いる介護給付の適正化について、地域の実情を踏まえつつ都道府県として考え方や  
目標等を定め、都道府県と市町村が一体となって戦略的な取組を促進することをねら  
いとするもの。   

出払取り組む上での基本的な考え方   

○ 実際に取り組む保険者が限られた職員で最大限の効果をあげることができるよう、   
戦略的な取組が必要。例えば、   
t地域の実情を踏まえ、  
・効果の上がりやすいポイントを見極めて、  

・重点的な取組を進める。   

○ 以下のとおり、三者が一体となって適正化事業を進めていく。   
■保険者においては、保険制度の責任主体として、適正化事業について更なる   
取り組みを行う。  

・国においては、①情報収集及び情報提供、②制度やシステムの改善・見直し、   
③予算上の支援等の積極的な支援を行う。   

■都道府県においては、指定権者としての業務を適切に推進するほか、保険者   
を支援する役割を担う。   
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t企謹給付適正化プログラム」策定ス±雲±－ルの例   

平成20年度から給付適正化の取組を本格的に展開できるよう、都道府県  
は平成19年度からプログラムの策定に向けた作業を行う。  

保健者油断町   葡重商療   厚生労働省  

・「介護給付適正化  

プログラム」のあり  

方について、都道  

・検討体制づくり  府県等の意見も聴  
（例）プログラム策定委員会の設  きながら、検討  

置等  

・現状の問題点、優良事例等  

の把握  

「J室蘭給付適正1碓1  

：当者会議  

情報を提供・共有   l     l ど→プログラム策定のた：  

：めのマニ土アル、全国1  

・全国会議の内容等を踏まえ、   ：の優良事例、国の取組：  

都道府県としての考え方や支  ：等を提示  

援策を保険者に提示。  

・保険者に、実施する取組や目  

標等の検討を要請。  

・都道府県からの要請を受  

けて、保険考ごとに実施す  

る取組や目標を検討し、都  

道府県に提出。  

■保険者から提出された内容を  

取りまとめ、プログラムを確定  

→平成20年度から実施  

※スケジュール、実施内容は例示であり、各都道府県ごとに設定可能。  

2   



2．医療制度改正に伴う保険者システムの改修について   

医療制度改正に伴い「介護・国保・後期高齢者における保険料（税）の特別徴収」  

及び「高額医療・高額介護合算制度」が平成20年4月から実施されることになる  

ことから、市町村等においては、保険者システムの改修を行い、施行後の制度運営  

を適切かつ円滑に行う必要がある。  

○ 医療制度改正の概要  

（1）特別徴収  

医療制度改正において、 平成20年4月から、現行の介護保険料の年金から  

の天引き（特別徴収）に加えて、国民健康保険料（税）及び後期高齢者医療保  

険料（税）についても特別徴収を行うこととなった。  

《事務処理》  

① 年金保険者は対象者の情報を経由機関（国保中央会・国保連合会）を通じ、   

各市町村へ通知  

② 市町村の窓口部署は他の部署へ情報を分配  

③ 国保または後期高齢の担当部署は、、介護保険との合算額が年金額の2分の   

1を超えないか確認  

④ 市町村の窓口部署は情報を集約し、経由機関を通じて年金保険者へ通知  

（2）合箕制度  

介護保険、医療保険の両給付を受けることにより、自己負担額が著しく高額   

になる場合に、介護・医療を通じた限度額を適用することにより、家計の破綻   

を防止するとともに、両給付の適切かつ効率的な提供を図る。   

① 支給対象世帯  

各医療保険における世帯内で、医療及び介護の両制度ともに自己負担額が  

ある世帯を対象とする。   

② 支給対象者及び支給額  

支給対象者  

介護保険、被用者保険及び後期高齢者医療制度については、被保険者に、  

また、国民健康保険は世帯主にそれぞれ支給する。  

支給額  

合算の対象となる世帯のすべての自己負担額の合計額から限度額を控除  

し、その額に各保険者に加入していた際に要した自己負担額を世帯負担合  

算額で除して得た率を乗じて得た額を、各保険者より、支給対象者にそれ  

ぞれ支給する。  
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なお、両制度の高額療養費等の限度額に達しているか否かは支給要件と  

しない。  

《事務処理》  

（∋ 支給を受けようとする者は、介護保険者に支給兼自己負担証明書交付申請   

書を提出  

（∋ ①の申請書を受けた介護保険者は、自己負担額証明書を交付  

（a ②の証明書の交付を受けた者が属する医療保険の被保険者（国保の場合は   

世帯主）は、対象年度の末日に加入する医療保険者に証明書を添付して支給   

申請  

（彰 ③の申請を受けた医療保険者は、支給額を計算  

⑤ 医療保険者は、④により算出した額等を介護保険者に通知  

（◎ 介護保険者及び医療保険者は、当該保険者が支給すべき額を被保険者等に   

通知・支給  

○ 市町村（保険者）における主な改修内容は以下のとおり。   

（平成18年12月7日・22日、平成19年1月31目付事務連絡で連絡済）  

《市町村（保険者）システム》  

（丑 国保・後期高齢者の特別徴収の開始に伴う改修   

・ 国民健康保険及び後期高齢者医療の担当部署へのファイル提供及び特別  

徴収依頼情報の集約   

・年金保険者から通知されるデータフォーマットの変更に伴う受入機能  

② 高額医療・高額介護合算制度に伴う改修   

・介護保険自己負担額証明書の発行及び再発行機能   

・ 支払給付記録の管理（必要に応じて支払機能）  

○ システム改修経費の国庫補助について  

平成18年度介護保険事業費補助金（介護保険制度改正に伴うシステム改修事   

業（市町村等（保険者）が行う介護保険関係システム改修））のうち、  

国保・後期高齢者医療保険料の特別徴収の開始に伴うシステム改修  

高額医療・高額介護合算療養費制度の実施にかかるシステム改修  

にかかる経費については、医療保険制度改正に対応するための介護保険関連シス  

テム改修経費と位置づけ、国として一部補助を行うべく平成18年度予算におい  

て楠助額の確保を図った上で、当初内示（※1）と併せ、昨年末に各市町村等に  

対し追加内示（※2）をお示ししたところである。  
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介護保険制度改正に伴うシステム改修にかかる国庫補助額については各市町  

村等の申請（当初及び追加内示分を合算）を基に内容を審査の上、今年度中に交  

付決定を行う予定であり、各市町村等においても年度内の執行をお願いしたい。   

しかしながら、医療保険制度改正に対応する部分のシステム改修の具体的な内  

容については、引き続き関係機関と事務処理方法等の調整を行う必要があり、一  

部未確定のものもみられることから、国庫補助額のうち今年度に全額執行ができ  

ない場合、未執行額については来年度への繰越手続を行う必要が生じるが、それ  

により発生する事務処理については、各都道府県等において行っていただくよう  

お願いしたい。  

※1：平成18年11月8日 老介発第1108001号  

「平成18年度介護保険事業費補助金  

（介護保険制度改正に伴うシステム改修事業）の内示について」  

※2：平成18年12月27日 老介発第1227001号  

「平成18年度介護保険事業費補助金  

（介護保険制度改正に伴うシステム改修事業）の追加内示について」  
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参考資料1  

介護・国保■後期高齢者における保険料（税）の特別徴収について   

今般の医療制度改革に伴い、平成20年4月から介護保険料に加えて、国民  

健康保険料（税）及び後期高齢者医療保険料（税）の特別徴収が開始されること  

になる。   

これに伴い、現行の介護保険関係システムについても改修が必要となる。  

1 事務処理について  

（1） 事務の流れ（平成20年4月以降の取扱い）   

① 年金保険者から65歳以上で年額18万円以上の特別徴収対象年金を  

受給している者の情報を、経由機関（国保中央会及び国保連合会）を通  

じて、各市町村へ通知する。   

② （経由機関の窓口が介護保険担当部署の場合）介護保険担当部署は、  

国民健康保険及び後期高齢者医療の担当部署ヘファイルを分配する。  

各担当部署は管理する被保険者情報と年金保険者からの情報を突合の  

うえ、特別徴収対象者を抽出する。   

③ 国民健康保険または後期高齢者医療の担当部署は、介護保険と国民健  

康保険または介護保険と後期高齢者医療の保険料の合算額が特別徴収対  

象年金額の2分の1を超えないかどうかを確認する。  

なお、保険料の合算額が特別徴収対象年金綾の2分の1を超える場合、  

介護保険のみが特別徴収の対象となり、国民健康保険または後期高齢者  

医療は普通徴収となる。   

④ 介護保険担当部署は、国民健康保険及び後期高齢者医療の特別徴収依  

頼情報を集約のうえ、経由機関を通じて年金保険者に通知する。  

（2）市町村（保険者）における主な改修内容は以下のとおり。   

往・国民健康保険及び後期高齢者医療の担当部署へのファイル提供及び特  

別徴収依頼情報等の集約   

② 年金保険者から通知されるデータフォーマットの変更に伴う受入機能   

※ 平成20年3月までの事務処理については、基本的に現行の取扱いと  

同様ですが、同年4月以降は新システムの稼働に伴い、新フォーマット  

に変換していただくことになる。  
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一：3）介護保険の新システムヘの切替  

平成20年3月20日期限の「介護保険特別徴収各種異動情報」の通知後   

から、同年4月10日の「介護特別徴収結果情報」の受付までの問において、   

旧システムから新システムヘ切替対応をしていただく方向で検討中。  

なお、国民健康保険及び後期高齢者医療については、平成19年10月   

から特別徴収に係るシステムが稼働となる。   



保険料の特別徴収の基本的な事務処理の流れ（図）案   

市町村  
⑥対象者特定  

介護保険  
国民健康保険  
後期高齢者医療  

保険料の特別徴収の基本的な事務処理の流れ（解説）案  

①年金保険者において特別徴収の対象となる年金を受給している者を抽出  

②共済紬合（地共済は除く。以下同様）において抽出した対象者情報を社会保険庁へ送付  
③社会保険庁から社会保険庁分と共済組合分の対象者情報（全国分）を国保中央会へ送付  

④国保中央会から国保連合会（都道府県）へ送付し、国保連合会において対象者情報を市町   
村別に振り分け  

⑤国保連合会から対象者情報（市町村別）を市町村へ送付  

⑥年金保険者から提供された情報に基づき、市町村において各保険制度の特別徴収の対象   
者を特定  

⑦市町村から国保連合会へ徴収依頼情報（市町村別）を送付  

⑧国保連合会から国保中央会へ徴収依頼情報（都道府県別）を送付し、集約（全国分を一本   
化）  

⑨国保中央会から社会保険庁へ徴収依頼情報（全国分）を送付  

⑩社会保険庁から共済組合へ共済組合分の徴収依頼情報を送付  

⑪年金保険者において定期支払時に支払われる年金から各保険制度の保険料を徴収  

⑫年金保険者において徴収した保険料を市町村へ納入  

※ 地共済分は地方公務員共済組合連合会を窓口として、中央会・連合会を介し市町村と  
デーータ授受を行う。  
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＿＿＿＿＿＿、、＿＿＿＿、＿二 特 別徴収依頼に係るデータの流れ（案）  

お連合会は年金保険者から通知された捕捉情報を、A市の介護保険部局へ送†、Jする。  
②当該介護保険部局は、国保・高齢ファイルを各担当部局へ送付し、各担当部局において1／2判定を行った上で支払回数割保険料額等   
を入力する。  

③各担当部局にて入力したファイルを、介護保険部局にて取りまとめる。  
④介護担当部局は、当該ファイルを連合会へまとめて送付する。  
⑤連合会は年金保険者から通知された当該依輪に係る処理結果通知を、A市の介護保険部局へ送付する。  
⑥当該介護保険部局は、国保■高齢ファイルを各担当部局へ送付し、各担当部局においてデータを反映させる。  

特別徴収依植に係るデータの流れ（案）介護広域連合  

⑥  高齢  介護広域連合  

①連合会は年金保険者から通知された捕捉情報を、A市の国保担当部局へ送付する。  
②当該国保担当部局は、高齢ファイルを担当部局へ、介護ファイルを広域連合へ送付し、介護担当部局においては支払回数割保険料額等   

を入力、国保一高齢担当部局においては1／2判定を行った上でファイルを国保担当部局へ送付する。  

③各担当部局にて入力したファイルを、国保担当部局にて取りまとめる。  
④国保担当部局は、当該ファイルを連合会へまとめて送付する。  
⑤連合会は年金保険者から通知された当該依矧こ係る処理結果通知を、A市の国保担当部局へ送付する。  
⑥当該国保担当部局は、高齢ファイルを担当部局へ、介護フ′イルを広域連合へ送付し、各担当部矧こおいてデータを反映させる。  
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参考資料2  

高額医療・高額介護合算制度について  

1．制度の趣旨   
今般の医療制度改革の一環として、各医療保険（国民健康保険、  

被用者保険、後期高齢者医療制度）における世帯内で、医療及び介   

護の両制度における自己負担額の合計額が著しく高額となった場合   

に、一定の上限額を超えた部分を新たに「高額医療合算介護サービ   

ス費（※）」として支給することとし、これにより、世帯の負担軽減   

を図ることとしている。   
l‾‾‾‾●■■■－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾■■■■■■－－－－－－一－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

l ：（参照条文）  

○ク）（抄）（平成二十年四月施行） 

…第五十一条の二 市町村は、要介護被保険者の介護サービス利用者負担額（前条； l  
′ナー    ＿一「一 ＿＿ 十－L－▼一 ＜ 三．■■＿ 、t  

第‾項の高額介護サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当：  

ナる額を控除して得た額）及び当該要介護被保険者に係る健康保険法第百十五： l  

条第一項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合に： l  

あらては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）その他の医療保険各法：  

又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）に規定す…  

るこれに相当する額として政令で定める額の合計額が、著しく高額であるとき；  

は、当該要介護被保険者に対し、高額医療合算介護サービス費を支給する。；   

前条第二項の規定は、高額医療合算介護サービス費の支給について準用する。；  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

】  
l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

：2  
ー  
I 

：（高額医療合算介護予防サービス費の支給）  

l  

；第六十一条の二 市町村は、居宅要支援被保険者の介護予防サービス利用者負担：  
額（前条第一項の高額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該；  

l 支給額に相当する額を控除して得た額）及び当該居宅要支援被保険者に係る健：  

t 康保険法第百十五条第一項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が：  

l 支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）その：  

l 他の医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律に規定するこれに相：  

l 当する額として政令で定める額の合計額が、著しく高額であるときは、当該居：  

宅要支援被保険者に対し、高額医療合算介護予防サービス費を支給する。  
l   

前条第二項の規定は、高額医療合算介護予防サービス費の支給について準用：  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

I  

l  

1  

1  

1  

1  

：2  
t  

I  

】  丁る。   

（※）名称は、現行の高額介護サービス責と区別するため、「高額」と「介護サー   

ビス貴」の間に「医療合算」を挿入したもの。  

なお、各医療保険法におし＼ては、「高額介護合算療養費」として規定してい   

るところ。  
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2．具体的な制度内容（案）〔平成20年4月施行〕  

（1）支給要件  

各医療保険における世帯内で、医療及び介護の両制度ともに自  

己負担額を有する世帯を対象とする。  

なお、各制度における高額療養貴又は高額介護サービス真の支  

給の有無については、要件としない。  

（2）支給対象者  

介護保険、被用者保険及び後期高齢者医療制度については、被   

保険者ごとに支給する。また、国民健康保険については、世帯主   

に支給する。  

（3）支給額の算出方法（具体例は資料1参照）   

① 支給額総額  

支給額総額  

＝世帯における医療・介護の自己負担額の年間合計額（※1）  

一世帯の負担限度額（※2，3）  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾ 

l「 ：※1対象年度（毎年8月から翌年7月。初年度は経過措置あり。）の医療； l  
： 保険及び介護保険に係る自己負担額を対象とする。  

l ；※2 世帯の負担限度額については、現行の老人医療保健制度と介護保険の：  

＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．．．．．．＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  －－－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾▼‾‾‾‾‾ 

1 ：※3 対象年度の末日における加入医療保険での高額療養費の限度額区分：  
I 

l  

≡ を適用する0  
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【高額合算制度における世帯の負担限度額（予定）】（年額）  

後期高齢者医療制  
被用者保険又は国保  被用者保険又は国  

（世帯内の70歳～  保（世帯内の70歳  
度＋介護保険  

74歳）＋介護保険  未満）＋介護保険   

己役並み所得者  

67万円   67万円   126万円   
：上位所得者）  

般  56万円   62万円   67万円   

Ⅱ   31万円   31万円   
氏所得者  34万円  

19万円   19万円   

② 各制度における支給額  

①で算出した支給額総額に、各制度の自己負担額を世帯負担   

合計額で除して得た率を乗じて得た額を、各制度の保険者から   

支給対象者（※）に支払う。   

○医療保険における支給額  

＝支給額総嶺×医療の自己負担額／世帯負担合計額  

○介護保険における支給額   

＝支給額総額×介護の自己負担額／世帯負担合計額  

l ：※ 医療保険（国保を除く）、介護保険は個人に支給することから、同一制；  

l 度に自己負担をした者が複数いる場合は、個人の自己負担額に応じて按分；  】   

して支給する。  

（4）支給に当たっての留意点   

① 年度途中における医療（介護）保険者の変更（具体例は資料2参  

照）  

年度の途中で転居等により医療（介護）保険者が変更となっ  

た場合、変更前の保険における自己負担額も、合算の対象とす  
る。  
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② 医療保険間の自己負担額の合算（イメージ図は資料3参照）  

同一世帯において世帯員が異なる医療保険制度に加入してい   

る場合、各医療保険ごとに自己負担額を合計することとする。   
（他の医療保険に加入している者とは合算しない。）  

③ 現行の高額介護サービス真について  

高額介護サービス真について、現行制度からの変更点は無し。  

3．事務処理について  
（1）事務の流れ（イメージ図は資料4～資料5参照）   

① 合算制度による支給を受けようとする介護保険の被保険者は、  

介護保険者に支給兼自己負担額証明書交付申請書を提出する。   

② ①の申請書を受けた介護保険者は、自己負担額証明書を交付  

する。   

③ ②の証明書の交付を受けた者が属する医療保険の被保険者  
（国保の場合は世帯主）は、対象年度の末日に加入する医療保  

険者に証明書を添付して、支給申請を行う。   

④ ③の申請を受けた医療保険者は、支給額を計算する。   

⑤ 医療保険者は、④により算出した額等を、介護保険者に通知  

する。   
⑥ 保険者（支給額の計算を行った保険者を含む）は、当該保険  

者が支給すべき額を被保険者等に通知・支給する。  

（2）システム改修について   

① 介護保険自己負担額証明書の発行及び再発行機能  

被保険者が対象年度の末日において加入していた医療保険者  

に高額介護（医療）合算療養費を申請する際は、申請書に介護  
保険自己負担額証明書を添付して申請することとなる。  

そのため、介護保険者は介護保険被保険者からの申請に基づ  
き下記の事項が記載された介護保険自己負担額証明書を介護保  

険被保険者に発行することとなるため、必要に応じて介護保険  

システムの改修が必要となる。  
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【介護保険自己負担額証明書記載事項】  

・介護保険被保険者の氏名、生年月日、性別、住所、被保険者番号、保険   

者番号  

年度内の介護保険自己負担額（世帯員別に発行し、証明額は各月毎の額   

及び年間の合計額。なお、高額介護サービス費が支給されている場合は、   

支給後なお残る年度内の自己負担額）  

・単独・合算の区分、世帯集約番号、給付制限状況の有無（有の場合は給   

付割合）  

証明書に関する問い合わせ先（保険者及び担当課の名称、住所）  

② 医療保険者から送付される計算結果データの授受等  

介護保険者及び医療保険者は、対象年度の末日において加入   
していた医療保険者が算出した額等のデータを授受し、そのデ   

ータをもとに当該保険者が支給すべき額を申請者に通知・支給   

し、支払額を給付管理に反映させるため、必要に応じてシステ   

ム改修が必要となる。  

【医療保険者からの計算結果データ内容】  

・申請者の氏名、生年月日、性別、住所、介護保険被保険者番号、医療保   

険の記号・番号  

医療保険者の名称、保険者番号  

・ 介護分支払額算出内訳  
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合算療這華の支給計算（一般的な事例）について（案）  

（例）  A  B  

医療  400，000円  100，000円  

介護  50，000円  300，000円  

討  

500，000円 （医療負担区分「一般」）  

350，000円   

被用壱保険・国民健康保険（2名とも高齢受給者）   

A 被保険者・世帯主  B 被扶毒舌・世帯主以外  

（世帯の負担合算額）   

400，000＋・100，000＋50，000＋300，000＝850，000円（（D）  

（支給額）  

850，000－620．000＝230，000円  

（支給内訳）  

・医療保険者：23D．000×500．000÷850，000≒135，294円   

（被保険者二一世帯主であるAに支給）  

・介護保険者：230．000×350，000÷850．000≒94，706円  

A：94，706× 50．000÷350．00D円≒13，529円  

B：94．706×300，000÷350．000円≒81，177円  

（対個人支給額）  

・A135．294円（医療）＋13．529円（介護）＝148．823円  

・B 81．177円（介護のみ）  

後 期 高 齢 者 医 療   

A 被保l瑛者  B 被保険者  

（世帯の負担合算額）850，000円（①）  

（支給額）  

850，000－560．000＝290．000円  

（支給内訳）  

・医療保険者：290．000×500】000÷850，000≒170，588円  

A：170．588×400，ODO÷500，000円≒136，470円  

B：170，588×100．DOO÷500，00D円≒ 34，118円  

・介護保険者：290，000×350．000÷850．000≒119，412円  

A：119．412× 50，000÷350，000円≒17，059円  

B：119．412×3DO．000÷350】000円≒102，353円  

（対個人支給額）  

・A136．470円（医療）＋17，059円（介護）＝153，529円  

・B 34，118円（医療）＋102．353円（介護）＝136．471円  

対象年度内に加入医療保険に異動があった場合の取扱いについて  

（計算）  

・Y市国保による支給計算  

（世帯合算）：∋00，000＋200】000＋160，000＋200，ODO＝860，000円  （対個人支給額）  

A 83，721（×被用吉保隕）」55，814（Y市国保）  

＋44．651（Y市介護）＝184，186円  

8 55，814円（Y市介護のみ）   

（支給額）iう60，000－62D，000＝240，000円  

（支給内訳）×被用者保険 240、000×300．000÷860】000≒83，721円  
Y市国保   240，000×200，000÷860，000≒ 55、814円  
Y市介護  240000×360，000÷860000≒100．465円  

（Y市介護内訳）  

AlOO．465×160，000÷360，000≒4∠1，651円  
B lOO，465×200，ODO÷360，000≒55814円  
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（高額医療合算介護・介護予防サービス睾）におけ  

※（＝→  高額介護合算療養費等における世帯（現行の高額療養費と同じ）  
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○ 事務の流れ  

⑤計算結果の送付  

②交付  被保険者等  

⑥支給決定通知書の送付  
及び現金の支給  

⑥支給決定通知書の送付  
及び現金の支給  

○ 各書芙頁の内容について  

高額医療合算介護・介護予防サービス費（高額介護合算療養費）支給兼自己負担額証明書交付申請書  

・支給申請書と自己負担額証明書の交付申請書を兼ねることにより、介護保険者等に対する支給申請を   

行うことができる。  
介護保険者に当該申請を行う。その際、介護保険に加入するすべての被保険者からの申請となるよう   

にする。  

自己負担額証明書  

・各保険者は、申請を行った被保険者が支払った一部負担金等の額を記載する。  
■ 高額療養費等が未申請の場合は、高額療責費等を支給したものとして算定した一部負担金等の額を記   

載する。  

高額介護合算療養費支給申請書   

被保険者（国保においては世帯主）が自己負担額証明書を添付して申請を行う。  
広土或連合（後期高齢者医療）に当該申請を行う場合は、被保険者ごとに申請を行うため、合算対象とな   

るすべての被保険者からの申請となるようにする。   

支給額決定通知書（または不支給決定通知書）  

・各保険者は被保険者に対して、支給額の積算内訳書を送付する。  
・各保険者は、あわせて支給額決定通知書を送付する。  

※ 各様式の異体的な実について臥別途示す予定。  
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